
   ハラスメントの防止等に関する要綱の運用について 

第１条関係  

 「ハラスメントの防止及び排除」とは、ハラスメントが行われることを

未然に防ぐとともに、ハラスメントが現に行われている場合にその行為を

制止し、及びその状態を解消することをいう。  

 

第２条関係  

１ 第２号の「他の者を不快にさせる」とは、職員が他の職員を不快に

させること、職員がその職務に従事する際に接する職員以外の者を不

快にさせること及び職員以外の者が職員を不快にさせることをいう。  

２ 第２号の「職場」とは、職員が職務に従事する場所をいい、当該職

員が通常勤務している場所以外の場所も含まれる。  

３ 第２号の「性的な言動」とは、性的な関心や欲求に基づく言動をい

い、性別により役割を分担すべきとする意識又は性的指向若しくは性

自認に関する偏見に基づく言動も含まれる。  

４ 第３号の「職務に関する優越的な関係を背景として行われる」言動

とは、当該言動を受ける職員が当該言動の行為者に対して抵抗又は拒

絶することができない蓋然性が高い関係を背景として行われるものを

いう。典型的なものとして、次に掲げるものが挙げられる。  

⑴ 職務上の地位が上位の職員による言動又は職務上の地位を利用し

た職員以外の者への言動  

⑵ 同僚又は部下による言動で、当該言動を行う者が業務上必要な知

識や豊富な経験を有しており、当該者の協力を得なければ業務の円

滑な遂行を行うことが困難な状況下で行われるもの  

⑶ 同僚又は部下からの集団による行為で、これに抵抗又は拒絶する

ことが困難であるもの  

５ 第３号の「業務上必要かつ相当な範囲を超える」言動とは、社会通

念に照らし、当該言動が明らかに業務上必要性がない又はその態様が

相当でないものをいい、例えば、次に掲げるものが含まれる。なお、

このような言動に該当するか否かは、具体的な状況（言動の目的、当

該言動を受けた職員の問題行動の有無並びにその内容及び程度その他

当該言動が行われた経緯及びその状況、業務の内容及び性質、当該言

動の態様、頻度及び継続性、職員の属性及び心身の状況、当該言動の



行為者との関係性等）を踏まえて総合的に判断するものとする。  

⑴ 明らかに業務上必要性がない言動  

⑵ 業務の目的を大きく逸脱した言動  

⑶ 業務の目的を達成するための手段として不適当な言動  

⑷ 当該行為の回数・時間、当該言動の行為者の数等、その態様や手

段が社会通念に照らして許容される範囲を超える言動  

６ 第４号の「妊娠、出産、育児又は介護に関するハラスメント」につ

いては、職員の上司（当該職員を事実上監督していると認められる者

及び当該職員の人事に関する行為に関与する者も含まれる。以下同 

じ。）又は同僚（当該職員と共に日常の執務を行う者（部下を含む。

）をいう。以下同じ。）の言動によるものが該当する。また、この条

に規定するものであっても、業務分担や安全配慮等の観点から、客観

的にみて、業務上の必要性に基づく言動によるものは該当しない。  

７ 第４号の「妊娠又は出産に起因する症状」とは、つわり、妊娠  

悪阻、切迫流産、出産後の回復不全等、妊娠又は出産をしたことに起

因して妊産婦に生じる症状をいう。  

 

第３条関係 

１ 第３項の「良好な勤務環境を確保する」ことには、自らの権限を行

使し得る範囲において、職員間で業務負担が偏らないようにする 

こと、職場における意思疎通の円滑化を図ること等が含まれる。  

２ 第３項の「苦情相談に係る問題を解決するため、迅速かつ適切に対

処」することとは、自らの権限を行使し得る範囲において、苦情相談

を受け、これに迅速かつ適切に対処することをいう。この場合におい

て、必要に応じて相談員や人事担当課との連携をとるものとする。  

 

第５条関係  

１  第１項の「職員の意識の啓発及び知識の向上」を図る方法とし  

ては、パンフレット、ポスター等の啓発資料の配布、掲示又はイント

ラネットへの掲載、職員の意識調査の実施等が挙げられる。  

２  第２項の「求められる役割及び技能」には、職員がハラスメントに

関する苦情相談に適切に対応するために必要な知識等が含まれる。  

 

第６条関係  



１  苦情相談は、ハラスメントによる被害を受けた本人からのものに限

らず、次のようなものも含まれる。  

⑴ 他の職員がハラスメントを受けているのを見た職員からの相談  

⑵ 他の職員からハラスメントをしている旨の指摘を受けた職員から

の相談 

⑶ 部下等からハラスメントに関する相談を受けた管理又は監督の地

位にある職員からの相談  

   附 則 

 この運用は、令和２年６月１日から施行する。 


